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2
２．幼児期の学校教育・保育の量の見込みと

　確保方策

定員増や年度当初からの定員弾力化の
活用により、待機児童0人の継続、入
所未決定者の減につながったことは評
価できる。

幼稚園においては、園児数が毎年減少
しており、集団生活の場での教育につ
いて、十分な効果を上げることが難し
い園も見受けられる状況にある。
保育所については、出生数の減少によ
り全体の申込者数も減少傾向となって
いる。一方で、保育ニーズが高い地域
における入所未決定者数を更に減少さ
せる方策が必要である。

幼稚園については、令和7年3月に「今
後の市立幼稚園のあり方に関する基本
方針」を策定し、引き続き効果的な集
団教育・保育を推進するため、令和7
年度から令和11年度までの5年間で、
再編等に向け地元との協議・調整を進
める。
保育所については、定員の弾力化を引
き続き活用するとともに、保育ニーズ
の高い地域の定員増の検討を進める。

3 ３．地域子ども・子育て支援事業

3 ⑴利用者支援に関する事業

窓口対応は、主に妊娠届出時の対応で
ある。出産前、出産後に準備すること
や必要な手続き等についてまとめた
「きずなプラン」を配布し、わかりや
すい内容の情報提供により、不安の軽
減と出産に向けて家族内で準備をして
いくきっかけづくりに努めた。あわせ
て、妊娠期から相談しやすいよう、相
談先となる地区担当保健師名を伝える
ことを徹底した。また妊娠8か月頃に
SNSによるアンケートを行い、出産が
近づいた妊婦の不安や相談ニーズへの
支援を行った。

妊娠期から出産・子育ての切れ目のな
い支援において、困難を抱える家庭の
養育支援の充実を図るため、伴走型相
談支援の充実や体制づくりが必要であ
る。

妊娠期からの支援体制の充実を図るた
め、妊娠期の支援台帳を整備し支援の
進捗管理を行っていく。

4 ⑵延長保育事業

保護者のニーズに応じ、保育所等の開
所時間を超えて、乳幼児を保育するこ
とにより、子育てしやすい環境に寄与
した。

職場の働き方改革で保護者が保育所へ
早く迎えに行きやすい環境が整備され
たこと等により、延べ利用者数が減少
するなか、延長時間の短縮を検討する
園があり、保護者のニーズに応えれな
い園が出てくる可能性がある。

現行の延長保育事業を継続し、引き続
き保護者のニーズに対応していく。

5
⑶放課後児童健全育成事業

　（放課後児童クラブ）

・入会未決定が生じる校区があった。
・ワーキンググループ設置し、児童ク
ラブを取り巻く課題の把握と課題解消
に向けた検討を行った。

・児童数増加等の校区では、受入可能
数を超える利用希望があるため、受入
増の方策が必要である。
・児童受け入れに必要な人材の確保が
困難となっている。

・利用希望に対して受入児童数が不足
する校区において、法人参入の働きか
けを引き続き実施する。
・ワーキングの検討結果を踏まえ、人
材確保や処遇改善、事務負担の軽減策
に取り組んでいく。

7 ⑷子育て短期支援事業（ショートステイ）

R3年度から里親委託も可能とし、受け
入れ体制の拡充とともに迅速で柔軟な
対応ができたことは評価できた。R6年
度実績はすべて里親委託によるもので
ある。

本事業は急遽申請当日に利用希望され
る場合もあるため、対応可能な里親等
の更なる確保が必要である。

引き続き関係機関との連携により委託
事業所の確保に努めるとともに、委託
里親をさらに増やすため、児童相談所
と連携し、里親への事業案内を実施す
る。

8 ⑸乳児家庭全戸訪問事業

・出生数の減少に伴い、訪問数も減少
しているが、基本全戸訪問できてい
る。（訪問率　R5:100％、R6:99.8%）
・R6は長期入院等で未訪問のケースは
あったが、訪問拒否が理由ではない。
未訪問家庭も、実質は全数の状況把握
ができている。

・初回訪問時に精神的不調（産後うつ
リスクが高い）が見られた褥婦につい
て、支援のフローチャートにより丁寧
な支援が共通してできる体制に努め
た。あわせてハイリスク者の台帳を作
成し、進捗管理もしているが、対象者
都合等で再訪問実施率が100％に届い
ていない。

引き続き、乳児のいる家庭への訪問は
100％を目標とする。
精神的不調（産後うつリスクが高い）
がみられた褥婦の台帳をもとに再訪問
を徹底し、適した時期に必要な精神的
支援ができることを引き続きめざして
いく。

9 ⑹養育支援訪問事業

・養育困難度の高い要支援家庭への支
援は、他の母子保健事業を併用して実
施し、支援方針のもと丁寧な育児支援
ができている。
・本事業におけるヘルパーによる支援
については、家事育児訪問サポート事
業や産後ケア事業の充実に伴い、導入
件数が減少している。

・養育支援訪問終了時にも今後の支援
方針について検討カンファレンスを行
い、継続した支援体制を整えている。
寄り添った支援を行いながら、継続可
能な支援（一般的なサービス等）への
つなぎを意識していく必要がある。
・本事業におけるヘルパー支援は、R7
年度から担当課の所管替えがある。支
援が後退しないようスムーズな引継と
今後の事業運用の検討が必要である。

・保護者の養育力を高め安心して地域
で子育てができるよう、個別の家庭背
景等を勘案した支援計画をつくるとと
もに、支援後の評価および今後の支援
方針の検討を行っていく。
ヘルパー派遣の支援については、移行
する事業の担当課とともに事業運用を
検討していく。
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10
⑺子どもを守るための地域ネットワーク機能

　強化事業

要保護児童対策地域協議会の運営を行
い、関係機関と共に虐待等のある子ど
もたちの支援を行った。

複雑な課題を抱える家庭や、親や子に
発達特性等が見られる家庭が増える
中、職員が対応に苦慮しているととも
に、情報提供も含めた相談件数が増え
る中、マンパワーが不足している。

・引き続き、児童相談アドバイザーの
助言を受けながら、各種研修への参加
により職員のスキルアップを図り、早
期に適切な支援を行うように努める。
・引き続き、要対協の各種会議及び個
別のケースを通した関係機関（児童相
談所、警察、学校、保育園等）との連
携強化を図る。

11
⑻地域子育て支援拠点事業

　（子育て支援センター事業）

R6年度において、全体の利用者数はR5
年度の約100.1％で、出生数の減少に
もかかわらず利用者数を僅かに増加さ
せることができた。
ホームページについて、掲示する内容
を充実化させ、広報の活発化に努め
た。

R6利用者数は、前年度と比較し増加し
たものの、計画値に比して実績が▲
6,681人であり、更なる利用者増の取
組強化が必要である。

アンケート等を活用し、利用者のニー
ズ把握・効果的な広報手段の検討を行
う。

11

⑼一時預かり事業（幼稚園型）

　　(幼稚園における在園児を対象とした預か

　　り保育）

令和５年度から全園で長時間預かりを
実施し、長時間の預かり保育ニーズに
対応できたことは評価できる。

長時間預かりを全園で実施している
が、園児数の減少は続いている。

預かり保育の長時間化等、幼稚園の魅
力を広報するなど、幼稚園の入園につ
ながる情報提供をする必要がある。

⑽一時預かり事業（幼稚園型を除く）

令和５年度と比べ利用児童数がやや減
少した。一時預かり利用料助成制度を
新設し、より幅広い世帯が利用しやす
く制度を改善できた点は評価できる。

令和８年度から開始される「こども誰
でも通園制度」と区別しながら事業を
実施する必要がある。

現行の一時預かり事業を継続する。

⑽子育て短期支援事業

　　(トワイライトステイ）

R3年度から里親委託も可能とし、受け
入れ体制の拡充とともに迅速で柔軟な
対応ができたことは評価できる。

本事業は急遽申請当日に利用希望され
る場合もあるため、対応可能な里親等
の更なる確保が必要である。

引き続き関係機関との連携により委託
事業所の確保に努めるとともに、委託
里親をさらに増やすため、児童相談所
と連携し、里親への事業案内を実施す
る。

14 ⑾病児・病後児保育事業等

新型コロナが５類に移行した影響もあ
り、利用者数が増加した。利用数の増
に対応できていることは評価できる。

感染症の流行期には、利用希望が急増
し定員超過となる場合がある。今後の
利用ニーズの増加に対応する必要があ
る。

現行の病児・病後児保育事業を継続す
る。

15
⑿子育て援助活動支援事業(ファミリー・サポー

ト・センター事業）

・ニーズに対するマッチングはできて
いることは評価できる。R4が減少した
理由は、世帯状況の変化によりファミ
サポを利用しなくなったケースがあっ
たためである。
・事業周知のため市広報掲載やホーム
ページの活用に留まらず、デジタル等
を活用した公式LINEのセグメント配信
を利用し会員の確保に努めた。
・民間団体のイベント等に参加し、事
業周知を行った。

・サポートのニーズに対して、サポー
ト可能なまかせて会員数が足りない地
域があり、マッチングに苦慮する場合
があるため、サポートのニーズが多い
エリアにおけるまかせて会員の確保が
必要である。
・急なキャンセル時の連絡など、現行
のメールや電話では対応が遅れること
がある。

・引き続き民間団体のイベント等への
積極的に参加し、まかせて会員の確保
に努める。
・翻訳機能のあるタブレットを導入
し、多言語に対応するとともに、会員
との連絡にLINEを用いてスムーズなサ
ポートマッチングに繋げる。
・地域通貨「いずも縁結びポイント」
付与の取組みにより、まかせて会員の
新規獲得に努める。

15 ⒀妊婦に対して健康診査を実施する事業

妊娠届出時に妊婦健康診査受診券（標
準受診回数14回分）を発行し、受診費
用を市が負担している。標準的な検査
項目については、妊婦の経済的負担な
く受診ができている。

ほぼ全員が定期的に妊婦健診を受診し
ているが、受診していない妊婦につい
ては、状況把握や受診勧奨が必要であ
る。

定期受診していない妊婦へは、医療機
関と連携し、受診勧奨を行う。

　※子育て短期支援事業(ファミリーサポートセンター事業）は⑿に記載。
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